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九都県市は、政治・経済・行政等の中枢機能が集積していることか

ら、災害発生時には、広域的な連携や相互支援により、住民の生活、

命、財産を守るとともに、首都機能を維持する使命を担っており、首

都直下地震に備えた都市の防災力を一層高めることは喫緊の課題であ

る。 

 

 特に首都圏における災害時の対応力を強化する観点から、震災時の

大動脈として、都県や政令市の区域を越えて防災拠点や主要都市等を

連絡する緊急輸送道路の機能を最大限発揮させることが不可欠である。 

 

 このため、首都機能を連携して担う九都県市が、沿道建築物の耐震

化を効果的に進め、震災時における建物倒壊による道路閉塞を防止し

なければならない。 

 

そこで、九都県市が一体となり、広域的な観点から緊急輸送道路沿

道建築物の耐震化に取り組むため、協議会を設置して連携方策を検討

し、実施することを提案する。 

 

 

（検討内容の例） 

・耐震化の促進に向けた効果的な普及啓発 

・耐震化状況の情報公開の推進 

 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  

震災時における緊急輸送道路の機能確保に向けた沿道建築物の耐震化促進について 

共同取組の提案 

東京都参考資料 

緊急輸送道路のネットワーク  

九都県市が一体となって沿道建築物の耐震化を図ることが必要 

震災時の大動脈として、都県や政令市の区域を越えて防災拠点や主要都市等を 

連絡する緊急輸送道路の機能を最大限発揮させることが不可欠 

① 耐震化の促進に向けた効果的な普及啓発 

○個別訪問（ローラー作戦）による建物所有者への働きかけ 
  ・ 建築の専門家を派遣し改修計画の作成を支援   

○耐震キャンペーンの実施 （年２回） 

  ・ 耐震フォーラム   ・ 耐震改修工法等の展示会    ・ 個別相談会 

○耐震ポータルサイトでの情報提供及びパンフレットの配布 

協議会を設置して連携方策を検討し、実施する 

② 耐震化状況の情報公開の推進 

・ 沿道建築物全体の耐震化率  （平成28年12月末現在） 

・ 主要交差点間ごとの耐震化率 （平成28年12月末現在） 

○以下の内容について年２回公表を実施 

【東京都の取組例】 

 
平成 27 年 12 月 平成 28 年 6 月 平成 28 年 12 月 一年間の上昇ポイント 

80.9% 81.9% 82.7% 1.8 

 

耐震化率 

沿道建築物の耐震化を促進している主な緊急輸送道路 

さいたま広域防災拠点 
 

立川広域防災基地 
 

東京臨海部 

基幹的広域防災拠点 
(有明の丘地区) 

横浜海上防災基地 

東京臨海部 

基幹的広域防災拠点 
(東扇島地区) 

                
高速道路                
一般道路 
防災拠点(国) 
空港・港湾 

成田空港 
 

千葉港 
 

東京港 
 

川崎港 

横浜港 

横田飛行場 

調布飛行場 

厚木飛行場 

羽田空港 
 


